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定期監査の結果について 

 

 地方自治法第 199 条第 4 項の規定に基づき、定期監査を実施したので、同条第 9 項

によりその結果を提出し、かつ、公表する。 

 

記 

 

1 監査の対象     会計課 

 

2 監査の期間     令和 3年 4月  1日から 

令和 3年 4月 30日まで 

 

3 監査の要領 

  今回の定期監査は、令和 2年度（令和 3年 2月末日現在）における会計課の所管に

係る財務事務等を対象に関係資料の提出を求め、職員から説明を聴取し実施した。 

 

4 監査の結果 

会計課は、参事 1 人、参事補 1人、主査 1 人、主任（再任用職員）1人、会計年度

任用職員 1人の総計 5人の職員で構成されている。 

会計課の主な分掌事務は、現金・有価証券の出納及び保管、会計審査、調定通知の確

認及び整理、収入の点検・収入通知書の送付、指定金融機関等、歳入歳出決算の調整及

び決算書の作成に関すること等であり、これらの事務を執行されている。 

 

(1) 予算の執行状況等 

① 予算の執行について 

歳入は、予算現額123万9,000円に対し、調定額201万9,098円、収入済額は 201 

万 9,098円となっている。 

歳出は、予算現額 379万 9,000円に対し、支出済額 26万 3,487円で、執行率は 

6.94％となっている。 

会計課が令和 2年 4月から令和 3年 2月末日までの間に実施した主な事務に係る 

歳入歳出は、次のとおりである。 



歳入では、財産収入の財産運用収入で、基金利子として計 201 万 8,967円等が

収入されている。 

歳出では、総務費の会計管理費の需用費で 12万 7,187円、役務費でビジネスバ

ンキング Webサービス手数料等 8万 6,300円、貸付金で 5万円が支出されている。 

会計課が令和 3年 2月末日までに取り扱った支払件数は、次表のとおりである。 

 

支 払 件 数 の 状 況 

(単位:件) 

種 別 

会 計 別 
現金払 

口 座 

振替払 
隔地払 合 計 

一  般  会  計 7,590  13,203  0  20,793  

特 

別 

会 

計 

国 民 健 康 保 険 635  130    0  765  

同和地区住宅資金貸付事業 104 2     0  106  

公 共 下 水 道 事 業 0  0  0  0  

農 業 集 落 排 水 事 業 0  0 0  0  

介護保険（保険事業勘定） 893 813  0  1,706  

介護保険（介護サービス事業勘定） 92  63  0  155 

上 頓 野 産 業 団 地 造 成 事 業 0  0  0  0  

後 期 高 齢 者 医 療 171 10  0  181  

合 計 1,895 1,018 0 2,913 

雑 部 金・保 証 金・基 金 209 26 0  235 

総 合 計 9,694 14,247 0 23,941 

 

② 歳計現金等の出納保管について 

各会計（水道事業会計、下水道事業会計を除く。）の歳計現金、歳入歳出外現金、

基金等の公金は、指定金融機関及びその他の金融機関への預け入れや国債への資金

運用により、適正に出納管理されていた。 

預金の状況は、次表のとおりである。 

 

預 金 状 況 

 (令和 3年 2月末日現在) 

種   別 件  数 金  額 

定 期 預 金 4 件 500,000,000円 

国債 ・地方 債 2 件 299,307,068円     

普 通 預 金 1 件 3,615,398,245円     

合  計 7 件 4,414,705,313円     

 

 

 



③ 有価証券等について 

有価証券等として会計課で出納保管されているものは、同受払整理簿や現金等受 

払帳によって適正に行われていた。 

その内訳は、次表のとおりである。 

 

有 価 証 券 等 の 状 況 

(令和 3年 2月末日現在) 

区分 

種別 
枚数 前年度末現在額 年度中増減額 2月末日現在額 

株 券 46枚 24,920,000円      0円  24,920,000円  

預金証書 1枚 10,000,000円 0円  10,000,000円  

出資金 7枚 132,305,000円  0円  132,305,000円 

出捐金 28枚 76,450,000円  0円  76,450,000円  

保証金 1枚 1,300,000円  0円  1,300,000円  

合 計 83枚 244,975,000円  0円  244,975,000円  

 

(2) 経理事務の手続き等について 

経理事務については、支出負担行為票及びその他関係諸帳簿等照合検査の結果、い 

ずれも符合していた。 

また、備品については、台帳と一致し概ね良好に管理されていた。 

 

(3) 指摘事項について 

 事務の取扱等において、指摘すべき事項はなかった。 

 

以上が、会計課に関する定期監査の結果である。 

当課は、資金の運用、現金・有価証券等の出納及び保管、現金等の記録管理、綿密な

収支計画の立案、会計審査などの日常業務を遂行されるとともに、経理担当者へ適切な

事務処理の指導、適正な公金の支出に努めている。 

我が国の経済は、豪雨や地震などの自然災害の影響を受けながらも回復を続けていた

が、2020 年に流行し始めた新型コロナウイルス感染症により一気に落ち込むこととな

った。2020年 7～9月期は、緊急事態宣言の解除後、経済活動の再開を受けて、大幅な

プラス成長となったが、過去最大のマイナス成長となった 4～6月期の 4割を取り戻し

たに過ぎない。 

2020年 10～12月期の実質 GDP成長率は、前期比＋0.3％（年率換算＋12.7％）と

2四半期連続のプラス成長となったが、新型コロナウイルスの感染拡大前の GDPの水準

には届かない。政府の需要喚起策などにより多少効果があったとみられるが、年末にか

けて、感染拡大傾向が強まり雇用情勢の悪化が、時間差を伴って所得環境の悪化、個人

消費の抑制につながった。実質 GDPが、コロナショック前のピークの水準を 2.9％下回

っており、その水準を取り戻すまでに、4年程度かかると予想されている。 

この様な状況の中、資金の有効な運用に苦慮されており、これに加えて、指定金融機



関からは、公金収納業務手数料の増額及び他市町の指定金融機関派出所との事務内容統

一要望もあり、今後の対応へ課題を抱えている。 

また、指定金融機関とのデータ受け渡しについては、インターネット回線を利用した

ネットバンキングの促進に努められている。対象事業の拡充には、インターネット環境

の整備及び関係各課との調整が急務となっている。 

令和元年度に、財務会計システムがバージョンアップされたが、マニュアルの変更や

財務処理等の質問に答えるＱ＆Ａを庁内共有に設置し、財務研修による経理担当者の指

導強化にも努められている。 

今年度はＤＸ推進により、令和４年度の財務システムの電子決裁導入に向けた事務処

理等の課題の洗い出し、各課の協力体制に注力される必要がある。 

新たな業務も増え、事務も多岐に渡る中、今後もご苦労が多いと思われるが、更に研

鑽を積まれ、安全で効率的な公金の管理や運用、適正な公金の支出へ向け、会計審査及

び経理担当者への指導になお一層の努力を望むものである。 


